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５ 地域運営組織の取組を推進する上での課題と解決方向

（６）都市部における取組

（略）

・ 都市部では、特に、高度経済成長期に整備した一部の大規模な住宅開発地域や住宅団地などに

おいて、特定の世代が同時に大量に入居するという状況が見られた。これらの団地等では、近年、

高齢化や人口減少が急速に進行し、中山間地域と同様の課題を抱えているが、地域によっては、

高齢者の福祉介護や買い物支援等を中心に、地域運営組織による生活サービスの提供の取組が行

われている。このように地域運営組織が活動している地域は、従来から地域における住民活動が

盛んに行われ、地域コミュニティの基盤が存在していたところが多い。

（略）

・ さらに、地域住民の取組にあたっては、住民からの要請に応じて、行政が適切に後方支援を

行い、地域住民と行政が協働して取組を進めることが効果的である。例えば、横浜市戸塚区のド

リームハイツ団地においては、住民で構成する地域の協議会が、住民へのアンケート調査により

地域の課題発掘を行うとともに、課題解決に向けた提案を行い、更に、協議会の構成団体である

地域の自治会や福祉部会等の実行組織である各団体が課題解決に向けた具体的な取組を実践して

いる。また、当初は地域住民だけの活動であったが、協議会から横浜市への働きかけにより、横

浜市からの資金援助やファシリテーターの派遣など、行政との協働事業が制度化されている。

まち・ひと・しごと創生本部「地域の課題解決のための地域運営組織に関する有識者会議」
「地域の課題解決を目指す地域運営組織 －その量的拡大と質的向上に向けて－ 最終報告」

（座長：小田切徳美 明治大学教授）（平成28年12月13日）（抄）
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総務省「暮らしを支える地域運営組織に関する調査研究事業報告書」
（座長：小田切徳美 明治大学農学部教授） （平成28年3月）（抄）
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６．まとめ

（１）都市部において管理組合をはじめ多様な主体が担う地域自治の重要性

・ 住みよい地域をつくるためには行政の活動だけではなく、地域住民同士のつながりや助け合いが不

可欠である。特に都市部は人口が多く、行政の能力だけで全ての住民に対してきめ細やかな行政サー

ビスを提供することは困難であり、防災や防犯、環境美化等は住民自身の力によるところが大きい。

都市部においても、住みよい地域づくりに果たすこうした地域自治の役割は非常に大きい。

・ 特に都市部においては、マンション等の多様な住居形態があり、また住民の転出入が多く、生活様

式が多様で様々な価値観を有する人が多い中で、自治機能を有する組織の形も多様になってきている。

都市部における主要な住まい方として普及してきているマンションの管理組合をはじめ、まちづくり

等の特定のテーマについてノウハウを有し活動する協議会やＮＰＯ等を広く地域自治の担い手と認識

し、行政における支援施策の対象や地域課題解決に向けたパートナーとして捉える必要がある。

（略）

・ また本研究会では、都市部の住民の関心が高く、地域の課題や弱点が顕著に現れる防災面における

自治会等の役割を中心に調査研究を行ったところであるが、防災面においても、地域団体と住民の日

頃からの信頼感の醸成の重要性が再認識されたところである。言うまでもなく、地域での見守り活動

や生きがいづくり、防犯、環境対策など、自治会等が地域において果たす役割は多岐にわたるところ

であり、こうした防災面での活動を契機として、平時よりコミュニティとしての一体感の形成を図り、

その他の課題に対しても協働で取り組んでいくことが重要である。

総務省「都市部におけるコミュニティの発展方策に関する研究会」
（座長：河合克義 明治学院大学社会学部教授）報告書（平成27年3月）（抄）
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都市部のコミュニティの現状と課題

１．地域の関係の希薄化
（１）自治会・町内会加入率の低下

・「若い世代」「ひとり暮らしの世帯」「居住年数が浅い世帯」で加入率
が低い傾向

・未加入世帯ほど「地域活動に関心がない」傾向

（２）近所付き合いの希薄化
・特にサラリーマン世帯が多い都市部では、地域にいる時間が少な
いため、近所付き合いの希薄化につながっている傾向

・東京の都市やマンションで特に顕著であり、地方圏の都市では比
較的近隣住民とのつながりを有している例あり

（３）地域活動の担い手不足
・自治会・町内会の役員の高齢化が進んでいる。役割が集中し、人
も固定化する傾向

・自営業者等が減少し、代わりに入ってきた外部の企業等は地域活
動への協力が得にくい傾向

２．自治会・町内会の役割の多様化
（１）支援が必要な住民への対応

・ひとり暮らしの世帯等は近所付き合いが希薄になる傾向
・「孤独死」防止の観点等から、ひとり暮らしの高齢者や災害時の要
援護者等、支援が必要な住民の情報の把握が必要

・個人情報管理方法に課題

（２）防災面の取組への期待
・都市住民の防災に対する意識は高い傾向。「防災力を高める」こと
についてニーズが高い

・東日本大震災時には、日頃から地域との付き合いがない人は、災
害時の避難方法や避難先を知らないため、うまく避難できなかった
り、避難先で協調できなかったりする場合あり

３．コミュニティを構成する多様な主体
（１）マンションと自治会・町内会の関係

・マンションには既存の自治会・町内会に加入せず、又は退会するとこ
ろもあり、マンション住民と地域のつながりが構築しにくい

・地域における防災等の取組に、マンション等の住民が個別に参加で
きず、結果的に集合住宅が孤立する事例あり

（２）企業等の勤務者や多彩な住民と地域
の関係
・都市部は、住民に多彩な人材が含まれており、また住民以外の企業
等の勤務者も日中活動を展開

・様々な人材を活かすことで、様々な問題に対応する解決策につなげ
ていくことが可能

（３）新たな地域コミュニティ組織
・自治会・町内会のほか、地域で活動する各種団体・民生委員等が地
域課題を話し合い、解決に向けて取り組む「プラットフォーム」を形成
する事例あり

・プラットフォーム形成により、行政が直接実施してきた事業を地域に
委託する流れも増加

（４）新たなきっかけによる地域との関わり、
つながりの発生
・近所付き合いはしなくても、人とのコミュニケーションを望んでいない
わけではなく、カフェ等の集いを提供している事例あり

・祭りやイベント等は、地域に関心がなかった住民等が地域と関わりを
持つきっかけにもなる

総務省「今後の都市部におけるコミュニティのあり方に関する研究会」（座長：河合克義 明治学院大学社会学部教授）は、都市部のコミュニ
ティの現状と課題について調査を行い、その結果を以下の9つのポイントに概括している。
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【資料４・Ｐ８再掲】

（出典）総務省「今後の都市部におけるコミュニティのあり方に関する研究会」報告書（平成26年3月）より事務局作成



日本版BIDを含むエリアマネジメントの推進方策検討会 （中間とりまとめ）
（平成28年6月30日 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局 内閣府地方創生推進事務局）（抄）
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日本版BIDを含むエリアマネジメントの推進方策検討会 （中間とりまとめ）
（平成28年6月30日 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局 内閣府地方創生推進事務局）（抄）
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10

住宅ストック空き家上昇率（国土交通省 平成27年度住宅経済関連データ）（抄）
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